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デジタル庁の施策背景



準公共分野・相互連携分野のデジタル化
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デジタル庁の施策背景①

・デジタル社会形成基本法において、特定公共分野において、政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策を

定める旨を規定。

・「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において、デジタル化の推進対象とする分野を指定し、デ

ジタル化に向けた取組を実施。

・対象分野は、官民が多様な関わり方をしている、以下の「準公共分野・相互連携分野」。

安
全
保
障

治
安
維
持

健
康
・
医
療
・

介
護

教
育

港
湾
（
港
湾
物

流
分
野
）

イ
ン
フ
ラ

モ
ビ
リ
テ
ィ

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

取
引
（
受
発
注
・

請
求
・
決
済
）

一
般
の
経
済
活
動

政府役割大 政府役割小

農
林
水
産
業
・

食
関
連
産
業

防
災

こ
ど
も

準 公 共 分 野 相 互 連 携 分 野



5

＜具体的イメージ例＞

目指す姿

国民一人ひとりのニーズやライフスタイルに合ったサービスが提供され

る豊かな社会、これまで以上に安全・安心が確保された社会、継続的に

力強く成長する社会の実現を目指す。 

デジタル庁の施策背景②
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供給が需要に合わせる時代へ

人口増加局面 人口減少局面

「需要」が「供給」に合わせる経済 「供給」が「需要」に合わせる経済

交通 乗客がバス停で時刻表のバスを待つ 迎えの車が乗客の都合に合わせる

労働 雇用先の就業ルールに従業員が合わせる 従業員の暮らしに就業ルールが合わせる

買物 消費者が売っている店まで買いに行く 商品が消費者の家に届けられる

医療 特定の医療機関とかかりつけ医に通う 患者が医療機関と医師を選ぶ

物流 供給者側の指示で物流が動く 需要動向に合わせ自動的に物が動く

行政サービス 市役所に行って、手続きを申請する 通知を受け取り、手続きが自動的に行われる

・ 人口増加局面では。バス停に来るバスを待つなど、需要が供給に合わせる。しかし、人口減少局面

では、バスが顧客の都合に合わせて動くなど、供給が需要に合わせることになる。

・ その実現には、需給をリアルタイムで把握し、供給側の意思の確認を待たずに先にものやサービス

を動かす、デジタル基盤が必ず必要となる。

デジタル庁の施策背景③



教育DXにおける関係者の立ち位置
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主体 役割 課題

政府
・全体アーキテクチャー・標準仕様等の整理
・個人情報保護等の留意事項の整理
・技術実証、デジタル基盤整備

・社会実装へのインセンティブ設計

事業者
・社会実装（製品化・サービス化）
・データの管理

・自社の強みと標準化対応のバランス
・顧客ニーズによる過度なカスタマイズ対応

地方自治体
大学

・社会実装（調達）
・教育の実施
・データの管理

・専門人材不足
・現場ニーズによる過度なカスタマイズ要求

→ 現時点では、いわゆる“神の見えざる手”により最適化されていく状況になっていない。関係者が連携しながら、
安心して一つ一つの取組を進めていけるように、ロードマップの改定等により、方向性を調整することが必要。

→ 教育行政は一般的に個別論点からボトムアップで政策・施策が組み立てられるが、デジタル化は、現状を俯瞰
しながら最適な全体アーキテクチャーを策定し、相互運用性を確保しながら、個別論点を適切な順番で解決して
いくことを強く意識する必要。
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教育DXにおける関係省庁の役割分担

公教育領域 私教育領域・産業振興

文部科学省

【施策例】
・データの標準化・相互運用性確保のための標準化
・一人一台端末の活用推進・着実な更新
・学習eポータル
・校務支援システム
・セキュリティポリシーガイドライン
・公教育データ・プラットフォーム

経済産業省

【施策例】
・学習ツール（Edtechツール）等の事業者
支援

・教育分野の資金循環に向けた施策の推進

総務省

デジタル庁

【施策例】
・ロードマップ策定調整
・教育分野のアーキテクチャ検討
・技術実証・実装支援
・情報の非対称性の解消、調達支援
・取組の見える化

学校内・学校外を問わず、教育データの流通を

促進するための仕組みの構築

・学校におけるデータ利活用のための環境整備
・GIGAスクール構想（1人1台端末）の推進
・デジタル化による教職員の負担軽減

・デジタル社会形成に係る政府

全体の司令塔・総合調整

・教育分野全体のデジタル化に

向けた利用環境整備

学外教育（塾,習い事等）の産業としての

発展に向けた教育コンテンツ活用促進

【施策例】
・誤情報対策も含めた情報リテラシー向上
・個人同意により情報を共有する情報銀行・PDSの技術実証

※教育データ利活用ロードマップ等を基にデジタル庁作成
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教育データ利活用ロードマップ

・教育分野のアーキテクチャ検討



学校内外のデータの将来的な連携も見据えた教育データの蓄積・流通の仕組みの構築に向けて、目指すべ

き姿やその実現に向けて必要な措置を盛り込んだ『教育データ利活用ロードマップ』を策定し、（中略）

取組を進める。
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教育データ利活用ロードマップ

教育DXの目指す姿として、「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」を実現

を掲げ、各省庁が連携して取組を推進。

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年12月24日閣議決定）

「教育データ利活用ロードマップ」（令和４年１月７日 デジタル庁・総務省・文部科学省・経済産業省）



○ 多様な個性や背景、特性等を有する子供たちが存在しており、各学習者に合った多様な学び（方法・タイミング・サポート等）を

可能にする包摂的な教育環境の構築が求められる。また、PISA2022でも、自律的な学習への自信が低い日本の子供たちが指摘され

ており、自らの学びを振り返り、主体的に学習を調整するためにも、教育データ利活用は大きな役割を果たすことができる。

○ その際、学習者の学びは学校に閉じられていないことから、本人起点による学習履歴の活用による

Ａ：自律的な学習や学習者の状況に応じた学び直し、学習成果の証明の容易化（タテの連携）

Ｂ：公教育と家庭や私教育、社会教育施設等の多様な機関・組織との連携の容易化（ヨコの連携）、

といった観点が重要であり、こうした点についてもデジタルが貢献できることが多いと考えられる。
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目指すべき教育の姿に向けた「DX」の必要性



• デジタル庁では、 関係省とともに、データ連携のための標準規格等の実証・普及を推進してきたところ。

• 教育関係者・各ベンダー等が効果的・効率的な整備を図っていくことができるよう、ロードマップ改定と合わせて、デジタル庁に

おいて、教育分野のアーキテクチャの検討を実施。

• 今後の組織間でのデータ連携や本人へのデータ還元の場面が増えていく可能性を想定し、事務コスト低減とセキュリティ強化を両

立するため、主体・データの真正性の確保（認証基盤）の在り方の検討が必要。
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教育分野のアーキテクチャ検討の視点（例）

校務系 学習系

校務支援システム

校務支援システム

学習eポータル LTIOneRoster

学習eポータル

A市

B町

Google or MS
IdP

DB

子供(保護者)

PDS等
APPLIC xAPI

DB

【組織間のデータ送受信】
・どのデータが必要か
・どのようにデータを連携させるか
・主体・データの真正性をどう確保するか 等

MEXCBT

デジタル教科書

ドリルアプリ

【本人へのデータ還元】
・どのデータが必要か
・どのようにデータを連携させるか
・主体・データの真正性をどう確保するか 等

本当にA学校が発行した情報？
どう確認する？

本人であることを
どう確認する？
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高校入試手続きのデジタル化（技術実証）
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高校入試手続きのデジタル化（概要）

持続可能な社会（デジタル社会）に向けて

高等学校への進学率が99％という現状で、中・高校の教職員や生徒・保護者の負担の抜本的な軽減に

つなげるため、学校設置者を超えるデータ連携と公共サービスのデジタル完結の代表例として、

必要書類が紙媒体で作成・提出（手渡し等）されている高校入試実務のデジタル化を推進。

生徒・保護者

中学校

市町村教委
（設置者）

手続き
申請

手続き
申請

高校

都道府県教委
（設置者）



工数削減イメージ（例）ケース：調査書送付(中学校⇔高校)

現状 期待

• これまでPC入力した調査票を紙で出力をした
上で、校内決裁・Wチェックを行い、高等学
校ごとに調査票を取りまとめ。

• 教員は書類を各学校に持参もしくは郵送にて
紙媒体を受け渡している状況。

• PC入力した調査書は、そのまま電子ファイル
のまま校内で電子決裁・Wチェックを行うこと
でスムーズなファイル管理が可能。

• システム上で高等学校に電子ファイルを送
付することで、紙媒体の受け渡しがなくなる。

システム上
一元化・オンライン送付

中学校

高等学校A

高等学校C

高等学校B

高等学校D

PC入力して紙出力
しなければならない・・・

各高等学校に持参or
 郵送しないといけない・・・

PC入力後、
電子決裁が可

システム上で
高等学校への
送付を実現

中
学
校
約4

3

〜5
9

％
・
高
等
学
校
約7

1

〜8
0

％
工
数
削
減
（※

6

）

訪問時間

20〜60分
/1校(※3)

訪問学校数

20校(※1)×
約7〜20
時間=

PC入力・印刷時間

30分/人(※1)
作成学生数

110〜330人(※2)× =

Wチェック・決裁時間

5分/人(※1)
作成学生数

110〜330人(※2)× =
従
来
の
選
考

PC入力時間

20分/人(※1) × =

Wチェック

2分/人(※1) × =
今
後
の
選
考

中学校（1学校あたり）

高等学校（1学校あたり）
PC入力時間

5分/人(※1)
作成学生数

240〜600人(※5)×
約20〜50
時間=

Wチェック

2~5分/人(※4)
作成学生数

240〜600人(※5)×
約8〜50
時間=

内容の確認

2分/人(※1)
作成学生数

240〜600人(※5)×
約8〜20
時間=

中学校（1学校あたり）

高等学校（1学校あたり）

A

B

C

D

E

A

B

E

作成学生数

110〜330人(※2)

作成学生数

110〜330人(※2)

紙媒体で、Wチェック・
決裁時間をしないと・・・

中   学校からの書類を入力・
Wチェックしないと・・・

※1：ヒアリング調査を参考に各工数値を算出
※2：文部科学省「令和５年度学校基本統計」を参考に算出。公立中学校在学者数2,902,882人、公立中学の校数9,095校、

 一校当たり 約319人(一学年あたり約110人)が平均値。大規模学校を全校生徒1,000人と定め、約330名を最大値とする。
※3：最大：離島等の距離が遠い、最少：都内等の近距離にて高等学校がある地域、各学校へのヒアリング結果を基に算出

A

B

C

D
E

A
B

E

約55〜165
時間

約9〜28
時間

約37〜110
時間

約4〜11
時間

※4：最大：専門学科があり、複数学科の教諭が対応する学校、最少：1学科のみの学校、各学校へのヒアリング結果を基に算出
※5：最大：都市部の大規模高等学校、最少：地方の小規模高等学校、各学校へのヒアリング結果を基に算出
※6：高等学校入試全体の割合ではなく、一部のやり取りに関わる削減割合である。また時間表示については、四捨五入・約で計算をしている
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高校入試手続きのデジタル化



都道府県の一例

中学校⇔高等学校間での主な業務改善例（1/2）

さらに、日常的に校務支援システムを使い熟すことで、 調査書等を作成 部分についても、抜本的な効率化が見込める。

中
学
校
教
員
作
業
負
担

① 調査書受領【紙】

② Excel等に手入力【データ】

1年・2年・3年（1学期）までの
成績等データを基に調査書等を作成

① 調査書元情報打ち出し【紙】

② 調査書元情報目視確認【紙】

③ Excel等に手入力【データ】

① データダウンロード【データ】

② 調査書形式確認【データ】

① 調査書目視確認【データ】

② アップロード【データ】デジタル化

④ Excel等を打ち出し【紙】

⑤ 調査書目視確認【紙】

⑥ 各高校へ持参・郵送【紙】

③ Excel等を打ち出し【紙】

④ 調査書目視確認【紙】

高校入試前の
生徒基礎データ

1年・2年・3年（1学期）までの
成績等データを基に調査書等を作成

高校入試前の
生徒基礎データ

移動時間あり
移動時間なし

高
校
教
員
作
業
負
担

出願システムを

導入すれば、

より効率化する。

削減されるプロセス
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デジタルシフトに向けた進学・入試の考え方

小学校 中学校 高等学校

市町村立小学校 市町村立中学校 都道府県立高校

児童生徒の学校間移動に伴う手続きは、転学(転校)・進学等があり、入試は進学先決定プロセスの一部
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市町村立小学校 都道府県立中等教育学校

市町村立小学校 私立・国大付属高校市町村立中学校

市町村立小学校 私立・国大付属中・高一貫学校

学区編成

学区編成 入試

入試

入試

入試

主
な
進
学
の
ケ
ー
ス
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デジタル社会形成の必要性
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デジタル社会形成の必要性（なぜ、デジタル化が必要なのか）

デジタル社会の形成は、

我が国の国際競争力の強化及び国民の利便性の向上に資するとともに、

急速な少子高齢化の進展への対応その他の我が国が直面する課題を解決する上で極めて重要

※デジタル社会形成基本法（令和三年法律第三十五号）より

持続可能な社会（デジタル社会）に向けて

我が国が直面する課題

✓ 少 子 高 齢 化 や 地 域 の 人 口 減 少

✓ 脱 炭 素 化 ・ 循 環 経 済 へ の 移 行

✓ 災 害 等 の 有 事 へ の 備 え      等

➢ デジタルを最大限活用して我が国の様々な課題の解決を図る必要
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急激な人口減少／少子高齢化 総人口、生産年齢人口の見通し

日本は、既に２００８年をピークに総人口の減少に直面。長期的には人口減少に歯止めをかける取組が必要。

中期的に２０５０年などを見据えた場合、人口減少を所与とした対策が必要。

持続可能な社会（デジタル社会）に向けて

（出典）デジタル行財政改革会議資料
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